
廃止月（令和７年12月分）の納税申告書等（記載要領・記載例）

① 廃止月（令和７年12月分）の暫定税率分と本則税率分が
混在した申告書の記載
「揮発油税及び地方揮発油税額の合計額」欄には、暫定税率分と本則
税率分の合計税額を記載（入力）し、「参考事項」欄に本則税率分の
課税標準数量及び税額を記載（入力）してください。
【記載（入力）例:参考事項】

参考:e-Tax入力可能文字数４５文字（リットル表記は「Ｌ」と入力
してください。）

課税標準数量 999,999Ｌ
税額 28,699,971円

参
考
事
項

①

①

1. 廃止月（令和７年12月分）の揮発油税及び地方揮発油税納税申告書の記載

１

１

 令和７年12月31日に暫定税率が廃止され、同日から適用
税率が変更となります。
そのため、12月31日に揮発油の移出がある事業者の方は、
令和７年12月分申告において、適用される税率ごとに税額
等を算出する必要があります。

 具体的には、２枚の税額計算書（※）を用いて、異なる税
率（暫定税率と本則税率）ごとに税額計算を行った上で、
その各欄の合計を記載した税額計算書を別途作成し、これ
を申告書に添付してください。 （Ｐ２）
（※）揮発油税及び地方揮発油税課税標準数量及び税額計算書
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◎ 廃止月（令和７年12月）の暫定税率分と本則税率分が混
在した税額計算書の記載
「揮発油税及び地方揮発油税課税標準数量及び税額計算書」の各欄に
ついては、暫定税率分と本則税率分の合計を記載（入力）して申告書
に添付してください。
なお、税率については、記載（入力）不要です。

2. 廃止月（令和７年12月分）の税額計算書の記載

ⓐ 暫定税率分

ⓑ 本則税率分

①
※税率欄の記載は不要です。

廃止月（令和７年12月分）の納税申告書等（記載要領・記載例）

２枚の税額計算書を用いて、異なる税率（暫定税率と本則
税率）ごとに税額計算してください ※提出は不要です

ⓐ
と
ⓑ
の
各
欄
の
合
計
額
を
転
記

税額計算書（申告書添付）
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1 6 2 0 5 2 3 5 5

0 7 1 2

1

1 6 2 0 5 2 3
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3 1 0 0 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0

4 1 8 5 0 3 0 5 8 1 5 0

3 1 0 0 0 0 0

1 6 2 0 5 2 3 5 5

3,100,0000 0

0

0

0

0

0 0

1 20 7
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3 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0

4 0 5 0 0 2 9 5 9 5 0 0

3 0 0 0 0 0 0

5 3 8 0 0 1 5 9 2 2 1 1 0 0

3,000,0000 0

0

0

0

0

0 0

1 20 7

5



1 3 5 0 9 8 6 5 0

1 0 0 0 0 0

2 8 7 0 0 2 8 3 1 2 5 5

100,0000 0

0

0

0

0

0 0

1 20 7

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
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